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気象災害ハザードマッピング技術の開発
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Development of a Hazard Mapping System Related to Meteorological Disasters
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　We have newly developed a hazard mapping system related to landslides, strong winds, avalanches and rock-
falls. Firstly, meteorological conditions, e.g. intensities of rain, wind and snow, are estimated based on meteo-
rological simulation or weather statistics. Secondary, the hazards for railway are evaluated with consideration 
on topographical factors. Finally, the evaluated hazards are mapped on geographical information system. This 
hazard mapping system is helpful for engineers to find out the locations where they should make surveys and 
construct countermeasures against the disasters. 
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１．はじめに

　気象災害の形態には，降雨による土砂災害あるいは洪

水災害，強風災害，雪崩災害等がある。しかし，これら

の災害に関して，地表の傾斜や植生状況などの素因，誘

因としての雨，風，雪といった気象外力（以下，外力と

称する）の大きさ，災害の発生危険度等を総合的に把握

することは難しかった。線路沿線を対象に，これらの情

報の一元的な表示が可能となれば，気象災害に関する線

区の特徴の把握や，弱点箇所の抽出が容易になり，より

効率的な防災対策の検討が可能となることが期待される。

　そこで土砂災害，強風災害，雪崩災害，落石災害（以

下，本報告ではこれらを気象災害と称する）を対象とし，

これらの災害に関する素因や外力，耐力・危険度評価結

果を一元的に可視化する気象災害ハザードマッピング技

術を開発した。開発においては，まずハザードマップ作

成に必要なデータ処理の流れを検討した。次に外力の推

定方法を検討し，さらに耐力や危険度の評価方法を検討

した。一連の検討において，近年広く利用されつつある

数値的な地形情報を積極的に利用することで，効率的に

ハザードマップを作成できるように工夫した。最後にハ

ザードマップとしての表示方法と，利用方法について検

討した。本報告では，これらの結果について記述する。

２．データ処理の流れ

　気象災害ハザードマッピング技術における情報処理

の流れを整理した（図 1）。まず地形情報として数値標

高モデル（Digital Elevation Model; DEM）を準備する。

DEM は，地表面の標高値がメッシュ状に配列されたデー

タである。DEM の取得方法には，航空レーザ測量によ

る DEM の作成（図 2）や，国土地理院が公開している

基盤地図情報１）からの DEM の入手等がある。また，評

価対象により，数値表層モデル（Digital Surface Model; 
DSM）を用いる場合もある。DEM が地表面の標高デー

タであることに対して，DSM は植生等の土地被覆物

上面の標高データである（図 2）。なおメッシュごとに

図１　気象災害ハザードマッピング技術における

情報処理の流れ　　　　　　　　　
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DSM の値から DEM の値を差し引くことで，植生等の

高さに対応するデータを得ることができ，これは数値樹

冠モデル（Digital Canopy Model; DCM）と呼ばれる。

　次に，降水量や風向・風速等の気象外力を推定する。

これには，局地気象シミュレーションにより推定する方

法２）や気象統計に基づく確率降水量等を用いる方法が

ある。

　ついで，外力推定結果に基づき，各気象災害に関する

耐力や危険度を評価する。耐力・危険度評価において必

要な情報の一部，たとえば斜面の傾斜を，DEM を用い

た解析（地形解析）により得ることができる。

　最後に，耐力・危険度評価結果を線路位置等ととも

に地理情報システム（Geographical Information System; 
GIS）上に表示する。GIS 上には，外力推定結果や地形

解析結果等を合わせて表示することができる。

３．外力推定

　外力推定の方法として局地気象シミュレーションによ

る方法２），気象統計による方法を検討した。

3. 1　局地気象シミュレーションによる外力推定

　局地気象シミュレーションでは，計算の対象とした領

域をある間隔でのメッシュに区切り気象状況を計算する

ことで，各メッシュでの降水量や風向・風速等を面的に

把握することができる。この局地気象シミュレーション

を用いて，以下の手順で外力推定を行った。

（1） 鉄道沿線の風速計や雨量計，または気象庁などの

気象観測点における観測データから顕著な気象現象

（例えば強風，大雨等）の事例を複数集める。

（2） 局地気象シミュレーションで，それらの事例を再現

する。

（3） 局地気象シミュレーションにおけるメッシュごと

に，強風や大雨等の再現期待値や再現期間を求める。

　なお，本検討では，局地気象シミュレーションモデル

図２　航空レーザ測量による DEM および DSM の

取得イメージ　　　　　　　　　　　

として WRF モデル３）を用い，再現期間や再現期待値

の推定には極値統計法の一つである修正 Jensen & Frank
法４）を用いた。局地気象シミュレーションによる外力

推定の利点として，アメダス等の観測地点がない箇所

を含めて，面的に気象外力を推定できることが挙げられ

る。例えば強風現象は気象観測点の設置間隔（数 km ～

25km 程度）に比べ，狭い領域（数 100m ～数 km 程度）

で発生する場合がある。このような現象を対象とする場

合，局地気象シミュレーションを用いることで，現象毎

に必要とされる空間分解能で外力を推定しうる。

3. 2　気象統計による外力推定

　気象統計による方法では，長期間にわたり蓄積された

データから確率最大積雪深を算出し，4.3 節の雪崩災害

についての気象外力とした。

　気象統計による外力推定の利点として，気象シミュ

レーションに比べ容易に外力を推定できることが挙げら

れる。また蓄積されたデータから，例えば 30 年確率，

50 年確率，100 年確率というように異なる再現期間での

外力を推定することもできる。さらに気象庁が公開して

いる確率降水量５）等を参照することもできる。

４．耐力・危険度評価

4. 1　土砂災害（斜面の表層崩壊）

　斜面の表層崩壊に関する評価を，次の 2 つの手法で

実施した。まず第一の手法（手法①）は広範囲を対象に

斜面の表層崩壊の発生危険性を評価する手法６）である。

この手法では，斜面の表層崩壊に関わる素因のうち，統

計解析により特に寄与が大きいと判断された傾斜・斜面

型・植生状況を 1m メッシュ DEM と 1m メッシュ DSM
から解析する。次に，これらの素因の斜面崩壊への寄与

を表す点数表を用いて，メッシュごとに発生危険性を点

数化し，表層崩壊が発生する可能性を相対的に評価する。

　第二の手法（手法②）は斜面の降雨時の安定性を評価

する手法７）である。この手法では，斜面を10m間隔のメッ

シュに区切り，斜面表層の力学特性や水理特性等を入力

し，メッシュごとに降雨の浸透による表層土中の飽和度

や地下水位の変化を考慮し，斜面表層の相対的な安定性

を求める。

　同一箇所を対象に，手法①と手法②による評価を行い，

比較した結果を図 3（a）に示す。なお手法②では，当

該領域で土砂災害が発生した際の，近傍のアメダスによ

る実測降雨を入力した。手法①により危険度が 2 および

3 と評価された箇所は，手法②による相対的な安全率が

1.5 以上であった。また手法①により危険度が 4 および

5 と評価された箇所では，手法②による相対的な安全率

が 1.05未満となる箇所は 5%未満であった。このように，

DSM－DEM＝DCM

DEM

DSM
レーザ
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手法②で相対的な安全率が低い，すなわち危険性の高い

箇所を，手法①で見逃す，すなわち危険性が低いと判定

する例は少ない。よって，DEM と DSM のみを入力デー

タとして災害素因に基づき危険度を評価する手法①を広

範囲を対象とした 1 次スクリーニングに用い，手法①で

危険度が高いと判断された特定の斜面を対象に，降雨や

表層土中の飽和度を考慮できる手法②を適用してより詳

細な検討を行うことができると考えられる（図 3（b））。

4. 2　強風災害

　強風の外力を推定するために，局地気象シミュレー

ションによる外力評価手法を適用した。まず対象地域に

おける過去の強風事例 25 ケースを局地気象シミュレー

ションを用いて再現し，強風の再現期待値（図 4（a））
および再現期間を求めた。本検討では東西方向および南

北方向のメッシュサイズをそれぞれ 250m とした。

　次に線路が含まれているメッシュごとに，車両や鉄道

構造物の条件で定まる転覆限界風速８）を算出した（図 4
（b））。一つのメッシュ内に異なる種類の鉄道構造物が位置

する場合には，それぞれで転覆限界風速を求め，それら

の最小値を，そのメッシュにおける転覆限界風速とした。

　以上で得られた強風の再現期待値・再現期間と転覆限

界風速を比較して，転覆限界風速以上となる強風の再現

期間を求めた。この再現期間を地図上にマッピングし，

図３　手法①と②による斜面の表層崩壊に関する評価

（a）：評価結果の比較　（b）：評価手順のイメージ
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図４　転覆限界風速以上の強風が発生する

再現期間の評価　　　　　　
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強風災害に関する評価結果とした（図4（c））。この図では，

再現期間が短いほど，転覆限界風速以上の強風が発生す

る可能性が高いことを示す。

4. 3　雪崩災害

　鉄道沿線における雪崩災害の危険度評価手法として，

斜面（発生区）における雪崩発生確率と，雪崩発生箇所

から線路までの雪崩到達確率をそれぞれ求め，両者の

積から線路における雪崩災害の危険度を評価する手法９）

が実用化されている。ここでは，この既存手法において

航空レーザ測量データを活用することで，効率的に雪崩

災害の危険度を評価し，マッピングする手法を検討した。
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　斜面における雪崩発生確率は，雪崩の発生斜面などの

特徴を基にして統計的手法により作成されたスコア表を

用いて，斜面の傾斜，樹冠密度，確率最大積雪深から求

められる９）。本検討では，このうち斜面の傾斜と樹冠密

度を，航空レーザ測量データを用いて解析することとし

た。まず傾斜 s を，10m メッシュ DEM を用いて，式 (1)10）

により求めた（図 5（a））。

　　　

s z i j z i j
d

z i j z i j
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d

        
(1)

ここで，z(i, j)はメッシュ (i, j)における標高，dはメッシュ

間隔である。次に樹冠密度を，小林ほかの手法 11）を参

考にして以下のように求めた。まず 1m メッシュ DEM
と1mメッシュDSMから1mメッシュDCMを作成した。

次に，あるメッシュの DCM の値が 2m 以上であれば当

該メッシュは「樹木有り」とし，2m 未満であれば「樹

木なし」と判定した。そのうえで，10 × 10 メッシュの

範囲中で「樹木有り」と判定されたメッシュ数の割合を

樹冠密度とした（図 5（b））。
　得られた傾斜と樹冠密度と，別途推定した確率最大積

雪深から，スコア表９）を用いて斜面での雪崩発生確率

を求めた（図 5（c））。次に雪崩が落水線に沿って移動

図５　雪崩災害の発生危険度の評価
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すると仮定し，10m メッシュ DEM を用いて雪崩発生確

率が 50% 以上であるメッシュを起点とする落水線を解

析し，雪崩経路とした。ここで落水線は，中心メッシュ

と隣接するメッシュとの間の 2 メッシュ間の勾配をそれ

ぞれ計算し，最も急な落下勾配となる方向を順につない

で得た。得られた雪崩経路上で，既往手法９）に基づき

落差と流走距離の比から雪崩到達確率を求めた。

　以上で得られた雪崩発生確率と雪崩到達確率の積を，

線路上での雪崩災害の発生危険度とした（図 5（d））。
以上により，10m メッシュの分解能である雪崩経路にお

ける雪崩災害の発生危険度が得られる。一般に雪崩は幅

をもって流下するため，得られた雪崩災害の発生危険度

を，その雪崩経路を含む連続する斜面全体の雪崩災害の

発生危険度とした。

4. 4　落石災害

　落石災害に関する評価 12）は，露岩の抽出 13），岩塊の

落下経路の推定，落石到達確率の評価からなる。まず露

岩の抽出では，1m メッシュ DEM を用いて，地表面の

曲率と傾斜の条件から露岩を抽出した 13）（図6（a））。以下，

これを露岩メッシュと称する。

図６　線路への落石到達確率の評価
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　次に岩塊が落水線に沿って落下すると仮定し，1m メッ

シュ DEM を用いて，露岩メッシュを起点とする落水線

を解析し，岩塊の落下経路とした（図 6（a））。
　ついで落下経路上での落石到達確率解析を行った。落

下経路に沿う 2 次元断面を作成し，モンテカルロシミュ

レーションによって落石到達確率を計算した（図 6（b））。
本検討では，２次元断面上でのモンテカルロシミュレー

ションによる落石到達確率の解析手法として，吉田らの

手法 14）15）を用いた。

　落下経路の推定とモンテカルロシミュレーションによ

る到達確率の評価を，全ての露岩メッシュに対して実施

した。これらの結果から，線路が位置するメッシュでの

落石到達確率を抽出し，評価結果とした（図 6（c））。

５．ハザードマップ

　3 章，4 章で得られた外力および耐力・危険度評価結

果を GIS 上にマッピングした。マッピング例を図 7 に

示す。本検討では GIS として ArcGIS（Esri 社製）を用

いた。

　本技術により，土砂災害，強風災害，雪崩災害，落石

災害に関する耐力・危険度等の一元的な可視化が可能と

図７　ハザードマップの表示例

本図は表示例であり，評価の入力パラメータや評価結果は実際とは異なる。
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51 - 60

61 - 70

71 - 80

81 - 90

91 - 100

1 - 50

51 - 70

71 - 80

81 - 90

91 - 100

強風　危険度マップ

相対的な
危険度

土砂災害　危険度マップ(手法①)

再現期間(年)

(a) (b)

(d)
(e)

土砂災害　危険度マップ(手法②)

大

小

雪崩　危険度マップ 落石　危険度マップ　

相対的な
安全率

ある強風事例の
再現計算での

風速(m/s)

線路への
落石到達確率(%)

雪崩災害の
発生確率(%)

(c)

露岩メッシュ
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なり，気象災害に関する線区の特徴の把握や弱点箇所の

抽出，各種の気象災害を考慮した効率的な防災対策の検

討が可能となることが期待される。また災害に関する素

因，例えば表層土厚，斜面傾斜，斜面被覆状況，露岩分

布等を，耐力・危険度評価結果とともに保存し，ハザー

ドマップに表示することで，災害の危険性が高い箇所で

の素因の把握やそれに応じた対策の検討が可能となる。

　それぞれのハザードマップの活用方法として，以下の

ような例が考えられる。まず土砂災害危険度マップ（図

7（a），（b））は発生源における危険度を評価しており，

現地調査箇所の選定に用いることができる。次に強風危

険度マップ（図 7（c））は転覆限界風速を超える強風の

再現期間を示しており，また雪崩危険度マップ（図 7（d）
は線路位置での雪崩災害の発生確率を示している。これ

らのマップは，対策工設置の優先順位や設置範囲の検討

に用いることができる。また，落石危険度マップ（図7（e））
は，露岩と推定された箇所から仮に岩塊が落下した場合

の，線路への到達確率を示しているため，調査すべき露

岩の選定に用いることができる。なお本手法では露岩分

布自体も推定結果であるため，現地調査により露岩の有

無の確認が必要である。

　また，本ハザードマップでは線路近傍のみでなく，広

範囲の災害素因をも把握できる。そのため，これまでは

線路から一定程度離れているために情報を取得し難かっ

た範囲についても，本ハザードマップが対策の必要性等

を検討するツールとなりうる。

　なお，本ハザードマップは，ある推定された外力のも

とで評価された，静的なハザードマップである。時々刻々

と変化する気象データや気象予報等に対応する逐次評価

型のハザードマップの構築は今後の課題である。

６．まとめ

　土砂災害，強風災害，雪崩災害，落石災害を対象とし，

これらの災害の素因や外力，耐力・危険度評価結果を一

元的に可視化できる気象災害ハザードマッピング技術を

開発した。本技術により，気象災害に関する線区の特徴

の把握や弱点箇所の抽出，各種の気象災害を考慮した効

率的な防災対策の検討が可能となることが期待される。
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